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要旨 
 
近年、アジア諸国の経済発展のパターンに大きな構造変化がみられる。本稿

では、その構造変化を明らかにするため、太陽電池に関する約４万本の論文デ

ータと計量書誌学の手法を用いて科学技術に関するキャッチアップの実態につ

いて分析した。その結果、アジア諸国によるキャッチアップが急速に進んでい

ること、中国、台湾等は、太陽電池の中でもフロンティア領域（有機、色素増

感太陽電池）において、成熟領域（シリコン、化合物）以上に大きな論文シェ

アを持っていること、フロンティア領域ではまだ国際的な提携関係が未成熟な

状況にあること、アジアの中でも国により戦略が大きく異なっていることが明

らかになった。 
開発経済学においては、「雁行型発展形態論」が著名であるが、アジアの先行

国間においては、既に雁行形態は過去のものとなりつつあり、「並走型成長モデ

ル」が出現しつつある。新型太陽電池に代表される次世代の先端技術製品にお

いては、「並走」は、生産プロセスだけでなく、製品開発の基盤となる科学技術

にまで及ぶ可能性が高い。研究開発と初期の生産は日本で行い、その後にアジ

アに量産工程を展開するというモデルは必ずしも妥当しなくなる。我が国には、

こうした構造変化を前提とした成長戦略や技術経営戦略が求められる。また、

国際競争上は、科学技術研究のフェーズからアジア主要国とより水平な協力を

指向し、欧米に先んじてアジアの活力を取り込む体制を作ることが重要である。 
情報量の爆発的増加と変化の加速に伴って、既存の手法による状況の把握は

困難になりつつある。本稿のような議論を含め、政策や技術経営戦略の立案を

する上で、情報・ウエブ工学を高度活用して、大量の情報をもとに客観的に世

界の状況（国や機関の競争優位性、競争や協調の構図、技術間の優位劣位の関

係の変化、研究の萌芽など）を把握することが不可欠になってくるものと考え

られる。 
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１．問題意識と研究目的－アジアにおける発展モデルの構造変化 
 
発展途上国による先進国へのキャッチアップ及び それらの間の格差の収斂
(convergence)については、開発経済学、政治学、イノベーション研究の分野で

多数の研究がなされている。特に東アジアが研究対象の中心地域となっている

[例えば,	 1,	 2,	 3,	 4,	 5,	 6,	 7,	 8,	 9]。それらは、分析・対象別に、生産能力、

イノベーション能力及びそうした能力に影響を与える基礎的な条件や政策関す

る研究に分類をすることが出来る。これらの研究の大半は、途上国途上国が先

進国の後を追って、先進国と同じ発展プロセスをたどりながら徐々に高度化し

ていくモデルを描いている。その典型は、「雁行型発展形態論（lying	 goose	 

pattern	 of	 industrialization）」である[例えば、10,	 11]。また、イノベーシ

ョン能力に焦点をあてた論文の多くは特許データを用いた産業技術の移転や高

度化に関する研究であり、科学面でのキャッチアップを議論した研究は少ない。

しかしながら、21 世紀に入り、液晶テレビ、太陽電池、携帯電話のように、製

品の登場から非常に短い期間で発展途上国が世界の生産の中心となる事例がみ

られている。また、科学の面では、中国、インドの著者による論文が劇的に増

加しており、科学的な知見やその創造力について地理的な分布の構造が大きく

変化している[12]。このような状況に関して、既存研究は、その推進要因、メ

カニズムに関して十分な説明力を持たない。従って、今日、こうした新しいタ

イプの経済発展を精緻に観察し、モデル化することが求められている。本ペー

パーでは、アジア内の先進国による科学に関するキャッチアップに焦点をあて

てその実態を客観的に明らかにし、新たな成長モデルを予測するとともに、そ

れに基づいた政策の提案をすることを目的とする。また、国別の差異とそれを

生み出した要因について議論する。	 	 	 

本パーペーでは、太陽電池を分析の対象とする。それは、地球のサステナビ

リティに貢献する技術であるとして広く認知をされており、世界 100 カ国以上

で広く研究開発が行われている。太陽光の cell に関する方式は、シリコン

（ silicon ）、 化 合 物 （ compounds ）、 	 有 機 （ organics ）、 色 素 増 感

（dye-dye-sensitized）の 4 つに分類をされる。これらのうち、シリコン、薄

膜シリコンは、HIT のような新興技術を含むものの、市場化が進んでいる最も成

熟した技術であり、一方、有機と色素増感太陽電池は、市場化前の新興の技術

であることがよく知られている。従って、太陽光は、技術の成熟度によって、

開発戦略の差異があるかどうかを議論するのに適したテーマである。 
 
２．分析手法－膨大な知識の構造化 
 



大量の論文データを用いて、太陽電池の領域で、主要な方式別に、主要な発

展途上国が持つ研究能力と国境を超えた研究協力の俯瞰的な状況について明ら

かにする。その後、成熟度が異なる太陽電池の４方式間の比較を行う。 
	 本ペーパーでは、２つの分析手法を利用する。これらは、情報工学、計量書

誌学又は知識の構造化と呼ばれる領域に含まれるものである。一つは論文の「引

用ネットワーク分析」である。これは、論文に付いている“引用”が論文の著

者による“被引引用論文と引用論文とが内容的に関連性が深い”ことの意志表

示であることに着目して、内容的に近い論文群をグループ化しようとするもの

である。我々はこれを「学術俯瞰」と名付けている。大量の論文等の知識が存

在する場合、人の読解能力の物理的限界から、それらの全体像を見渡すことは

ほとんど不可能となる。本手法は、情報工学の活用により、そうした限界を乗

り越える手法である。この手法は６つのステップに分かれる。ステップ（１）

では、トムソンロイター社の提供する論文データベース（web of science）か
ら、”solar cell”を検索語として用いて、太陽電池に関連した研究論文を抽出する。
この結果は、我々は 2009年半ばまでに出版された論文 41,795本を特定した。
なお、トムソンロイター社のデータベースは、主要な国際学会誌に掲載された

英文の論文を収録しており、我々の分析の対象は一定以上の質を有する論文群

だけであるといえる。ステップ（２）では、取得した論文の書誌情報をもとに

引用ネットワークを構築する。この場合、一つひとつの論文がノードとなり、

論文間の引用関係がリンク（つながり）として表される。先のステップでは互

いにつながりが無いネットワークが複数できることがあるが、次のステップ（３）

では、それらのうち、もっとも規模の大きなネットワークを特定し、それだけ

を分析対象とする。この過程で内容的に関係の薄い、又は、重要度の相対的に

低い論文群は、除外される。ステップ（４）では、ネットワーク化された論文

群について、クラスタリングの手法[15]を用いて、内容的に近いもののグループ
化を行う。ここでは、引用関係が特に濃密な論文群を内容的に近いグループで

あるとみなす。また、グループごとに、平均の出版年（研究の新しさ）を計算

する。ステップ（５）では、ばねモデルという考え方[16]に基づいて、ネットワ
ークの可視化を行う。これは、太陽電池に関する知識の構造の直感的な理解を

助ける。ステップ（６）では、太陽電池の専門家の助言を受けて、各グループ

の研究内容を特定し、それらに名前を付ける。 

 
（図１）引用ネットワーク分析の手順 



	 二つ目の手法は、同じデータベースから得られる著者情報（共著者、著者の

所属する研究機関や当該研究機関の立地する国）を用いて、先のグループごと

の共著構造の分析を行うものである。ここでは、著者の所属する機関や国をノ

ードとし、共著の関係をリンク（つながり）と考える。例えば、ある論文が４

人の共著であり、それら４人が全て異なる国の機関に属しているとすると、国

又は機関の間に６本のリンク（４×３÷２）があると計算される。共著すると

いうことは、一つの研究テーマに対し共同で取り組んだことを意味しており、

そこには、単なる情報交換を超えた、比較的強い関係が存在している。従って、

この手法で構築する共著ネットワークは、比較強いつながりを集めたネットワ

ークであるといえる。次に、この	 ネットワークを可視化することで、我々が

「研究協力ダイアグラム」と呼ぶものを作成する。この場合、ノードとして、

研究者個人、機関、国の３つが考えられるが、本ペーパーでは、国間の研究協

力の状況や国家レベルの科学技術政策の議論を行うため、国を用いた。国の研

究能力は、当該国に立地する研究機関に所属する研究者が著者となっている論

文の数であり、ある２カ国の間の研究協力は、当該２国に立地する研究機関に

所属する研究者同士が共著をした論文の数として計算される。 
 
３．分析の結果－国別・方式別の競争力と国際研究協力の構造 
 
	 図２は、太陽電池の引用ネットワークを可視化したものある。同じ 
知識グループに属する論文群には、同じ色を付けてある。これをみると、大き

な知識グループとして４つが切りだされることがわかる。専門家の助言も受け

てこれらの内容を特定すると、グループ１は化合物（Compound）、グループ２
は有機（Organics）、グループ３はシリコン（Silicon）、グループ４は色素増感
（Dye-sensitized）太陽電池の研究である。太陽電池に関する知識は、主要な材
料又は方式別にグループ化されていることがわかる。 
	 



	 

	 

（図２）太陽電池の学術俯瞰マップ	 

	 

それぞれのグループの知識の新しさをみてみると（図２中に付記）、シリコン

太陽電池の平均出版年が最も古く、色素増感型電池のそれが最も新しい。有機

太陽電池は、非常に古い論文が少数存在するため、平均出版年がシリコン、	 化

合物とほぼ等しくなっている。それら非常に古い論文を除くと、色素増感の次

に新しくなる。また、近年、有機と色素増感太陽電池の論文数が急増したこと

から、4つのクラスター（論文グループ）に属する論文数はほぼ同じ規模となっ

ている。 
次に４つのクラスターごとに、主要国の論文数とその全体に占めるシェアを

計算した。論文出版数の上位国は、アメリ、日本、ドイツ、中国、インド、フ

ランス、イギリス、韓国、台湾である。上位国に中国、インド、韓国、台湾が

入っており、アジア諸国が産業技術だけでなく、学術面でのキャッチアップを

達成成していることが明確である(図３)。国別にクラスター内での論文数シェア
をみると(表１)、中国は有機と色素増感の知識グループ（論文クラスター）で
10%を超えるシェアを有している。特に、色素増感のクラスターにおける論文
数は世界トップである。一方、シリコンと有機のクラスターでは、そのシェア

は 5%にとどまっている。 未成熟な先端領域において、高い競争力を有してい

Cluster1:*Compounds*
N*of*Papers:*6,863*
Average*Year:*2002.5�

Cluster2:*Organics*
N*of*Papers:*6,799*
Average*Year:*2001.0�

Cluster3:*Silicon*
N*of*Papers:*5,525*
Average*Year:*2000.4�

Cluster4:*DyeIsensiJzed*
N*of*Papers:*4,142*
Average*Year:*2005.7�



ることがわかる。予想に反して現在、中国が世界最大の生産シェアを誇るシリ

コン太陽電池の基盤強化に重点を置くという戦略はとっていない。一方、イン

ドは、シリコンクラスターにおけるシェアが高く、有機と色素増感では低い。

中国とは逆に、成熟した領域で相対的に強みを持っているといえる。韓国は、

色素増感系で高いシェアを持っているが、同じ新興分野である有機系では、シ

ェアは高くない。台湾は、中国と同様に、有機と色素増感系で相対的に高いシ

ェアを持っている。以上のことから、技術の成熟度別にみたアジア諸国の位置

取りは、新興分野に相対的に強みを持つ中国、台湾、成熟分野に強みを持つイ

ンド、それらの中間の韓国の３つに分けられることがわかる。 
 

 
 

（図３）国別の論文数の推移 
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（表１）各グループ（クラスター）別論文数シェア 

 
 
知識グループ（論文クラスター）ごとに国際研究協力のパターンを可視化し

たものが図４.である。欧州、北米、アジアの３極の間で、共同研究が進みつつ
あることがわかる。グループ別にみると、シリコンと、化合物については、先

進国での国際協力が中心である。協力数で最も多いのは、アメリカ-ドイツ間の
179件である。ドイツが国際協力のハブとなっている。有機系では、やはりドイ
ツが国際協力のハブとなっている。ドイツ以外では、アメリカと韓国の間で 73
件の協力が行われているのが目立つ。これらの研究協力の進展の背景には、欧

州における多国間研究協力プログラムであるフレームワークプログラムの存在

がある。同プログラムの第５期及び第６期では、太陽電池が重点助成対象とな

っており、アメリカを筆頭に欧州以外の諸国が多数参加していた。 
一方、色素増感系では、全体として国際協力の数や比率が少なく研究のグロ

ーバル化が遅れているが、中国と日本の間の国際協力が最多(62)となっている。
他に、ドイツ-スイス(39)、 スイス-イギリス (34)が多い。アジア諸国について、
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国別にみると、中国は色素増感系における日本との協力、韓国は有機系におけ

るアメリカとの協力、インドはシリコン系におけるフランスとの協力が多いこ

とがわかる。 
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（図４）知識グループ（クラスター）別の研究協力ダイアグラム 
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４．分析結果の考察－知識の森を探る 
 
発展途上国における技術進歩については、開発政策学の領域において、これ

まで、技術のライセンス、直接投資、ＯＤＡを通じた技術移転、財やサービス

の貿易、国境を超えた技術者の移動の５つの手段を通じた技術移転が主な要因

と認識されてきた。実際、中国のシリコン太陽電池産業の急成長も、製造装置

の輸入や海外からの幹部技術者の受け入れによって支えられたものであった[6, 
17]。 
太陽電池に関する我々の分析結果は、有機や色素増感系のような次世代を担

うことが期待されている新興技術領域において、先進国からの先端知識の吸収

だけでなく、科学領域における自主開発がアジア諸国の競争力の源泉となり得

ることを示した。それら領域では、製造設備や素材に関しても、シリコンとは

異なり、アジア諸国において学術知識を基盤に自主開発が行われ、市場化の初

期から、上流から下流まで一貫して国内で生産が行なわれる可能性がある。 
	 	 現在、シリコン太陽電池の下流の生産工程においては、市場競争が激しく

なったことと欧州市場の縮小により収益を上げにくくなっている。有機や色素

増感系太陽電池に関しては、技術の性格上、下流の生産工程の付加価値はさら

に小さくなり、生産設備や素材（生産工程の上流）の重要性が増すことが予想

される。中国、台湾、韓国の３カ国は、こうした利益構造の変化を踏まえ、新

興分野における学術研究と国際提携に力を入れている可能性がある。いま一つ

考えられる要因は、産業技術の科学への依存度、すなわちサイエンスリンケー

ジの上昇である。有機、色素増感型では、その可能性が指摘されている[18]。こ
れら諸国は、将来の産業競争力に対し、科学力がシリコン以上に影響を与える

と考えて、新興領域における科学に対し大きな投資を行っている可能性がある。

一方、インドは、成熟した技術と新興技術の双方でバランスよく研究を行って

おり、これら諸国とは異なる戦略を採用していることがわかる。中国、台湾が

国内に大規模な生産拠点を持っている一方、インドには存在しない。インドは

太陽光の技術を活かす有望な市場として、幅広い知識を必要としている。太陽

電池に関する産業立地や産業政策の違いが学術研究に対する重点の差異を生ん

でいる可能性がある。従来、太陽電池を含めた再生可能エネルギーに関するア

ジア諸国の政策研究は多数行われているが[例えば、6,17,19,20]、電池の方式別
の政策の差異や投資戦略についてまで踏み込んで議論しているものはほとんど

存在しない。本ペーパーのように情報工学的な手法を用いることで、科学技術

戦略における隠された政策意図や投資の重点対象について推測すること－知識

の森の植生をみいだすこと－が可能となったといえる。 
 



５．結論－並走型発展モデルへの備えと水平協力 
 
	 科学技術研究が技術主導型のイノベーションに対して基盤を提供するという

ことは広く認知されている。科学は、先端的な技術シーズを生み出し、企業は

それらを育て、市場化する。そうした技術開拓から製品化までに至るリニア型

の説明に批判は多いが、技術主導型のイノベーションが科学的な研究成果に大

きく依存していること否定できない事実であろう[21]。また、イノベーションサ
イクルが短くなり、かつ、革新的なイノベーションが求められるようになるな

かで、科学と産業技術の距離は接近しつつある[22][23]。  
我々はそうしいたイノベーションのモデルの変化を踏まえた新たな開発モデ

ル可能性について、情報工学、計量書誌学の手法を用いて検討した。その結果、

アジアにおいて、科学面でのキャッチアップが実現しており、また、次世代の

太陽電池については、中国、台湾、韓国が製造技術だけでなく、科学面でも日

米欧と競合する可能性が高いことを客観的に示した。 
現在、製造面では、アジアの主要国の間では、「雁行型発展モデル」は既に過

去のものとなり、太陽電池、液晶テレビ、携帯電話、タブレット端末等の主要

商品では、日米欧とアジア主要国が並走する状況にある。次世代の先端技術商

品については、科学面も含めた「並走型モデル」がみられる可能性が高い。我

が国としては、そうした構造変化を予測した上で、政策や技術経営戦略を立案

する必要がある。 
同時に、アジアの成長の活力を我が国が積極的に取り込む方策も必要である。

幸い、色素増感系では、日本と中国の間に比較的太い協力関係が存在する。今

後は、知財管理等の不安要素を乗り越え、科学面でより水平な研究協力を積極

的に進めていくことが必要である。アジア環太平洋協力(APEC)では、日本の主
導により”オープン・イノベーション・プラットフォーム・イニシャティブ(open 
Innovation Platform Initiative)”が開始されている。これは本年６月４－５日に
カザンで開催された APEC貿易大臣会合の声明（項目 38及び 39）にも掲げら
れている。このイニシャティブが日本、アメリカ及びアジアの主要国による基

礎研究段階での水平協力を促すとともに、これら諸国が連帯して、後発発展途

上国における技術の受容やイノベーションの基礎的能力（absorptive capability 
building）の向上に協力する仕組みとなることを期待したい。 
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